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顔写真

所属・肩書 れいわ新選組代表 現職東京都知事 日弁連・日本弁護士連合会元会長 熊本県前副知事 NHKから国民を守る党 代表

支援・推薦 れいわ公認 立憲民主、共産、社民支援 維新推薦

タイトル 東京都8つの緊急政策
東京の未来は、都民と決める。東京大改革
2.0

都民1,400万人のいのちと暮らしを守りぬ
く！

東京を切り開く -

ＨＰ https://taro-yamamoto.tokyo/ https://www.yuriko.or.jp/ http://utsunomiyakenji.com/ https://ono-taisuke.info/ https://twitter.com/tachiban

政策URL https://taro-yamamoto.tokyo/policy/ https://www.yuriko.or.jp/policy http://utsunomiyakenji.com/policy https://ono-taisuke.info/policy/

コロナ対応
【補償】

・全都民に10万円を給付。
・授業料1年間免除。
・中小企業・個人事業主の前年度事業収入と今年
度事業収入のマイナス分を補償。
・病院の減収に対し、災害時と同様に前年度診療
報酬支払額を補償。

感染拡大防止と社会経済活動が両立した「新しい
日常」の確立

自粛・休業などにより収入が減少した中小事業者
に対する補償、仕事を失ったり収入が減少した非
正規労働者、フリーランス、学生などに対する生活
補償を徹底して行う。

科学的なエビデンスに基づき、特定業種に絞った
規制と従業員を中心とした補償を実施

-

コロナ対応
【感染対策】

都立病院の独立行政法人化は中止。保健所の予算
と人員増、PCR検査・隔離・入院体制を拡充。医療
者、エッセンシャルワーカー、濃厚接触者、コロナ
ウィルス感染の疑いのある者が、優先的に検査で
きる体制の構築。

東京版CDC(疾病対策予防センター）の創設、
PCRほか各種検査体制の強化、重症・軽症患者の
医療体制の整備等

（1）PCR検査体制の強化
（2）病院や保健所、医療従事者に対する財政支援
の強化
（3）病床、人工呼吸器・ECMO（人工肺装置）・マス
ク・防護服などの医療器具の充実

発令条件が不明確な「東京アラート」や、時間がか
かりすぎるロードマップを即時見直し。第二波、第
三波の感染拡大に備えて新型コロナICUセンター
を整備し、重症患者への十分な対策を講じます。

-

オリンピック・
パラリンピック

開催都市として、ハッキリと五輪中止をIOCに宣
言。

都民の理解が得られる形でのオリパラ大会の開催

感染症対策の専門家が来年の東京オリンピック・
パラリンピックの開催困難と判断した場合は、ＩＯＣ
（国際オリンピック委員会）に中止を働きかけ、中
止になったことで浮いた予算はコロナ禍で被害に
あった都民の支援に回す。

2024年への延期も視野にIOC等と再交渉を行
い、十分な感染症対応の時間を確保しながら、都
民の希望である東京大会は確実な開催を目指し
ます

-

防災

東京防災庁の設置。全国の防災・災害支援の専門
家の積極登用を行い、現実的な各地域の地区防災
計画を作成、実行する。地域の命を助け合う仕組
みをつくる「地域防災アドバイザー」を1000人単
位で任用。

感染症と風水害・地震などの複合災害への対応の
強化

災害対策（防災、減災、避難者対策など）を強化す
る

首都直下型地震など、いつ来るかもしれない災害
に強いインフラ、社会システムを副知事時代に発
生した熊本地震の経験を生かし再構築します。特
に木造密集地域やゼロメートル地帯のハザード
マップの充実化を早急に行います。

-

健康・福祉 -
受動喫煙対策の徹底・がん対策の戦略的展開、免
疫力強化にもつながるフレイル対策の推進

-

がん検診受診率の向上やがん患者の就労継続支
援を積極的に行います。また、子宮頸がん（HPV）
予防ワクチンについて、正しい知識の周知を徹底
し、接種の促進と公費助成の対象年齢外となった
都民への助成を行います。

-

高齢者・介護 特養の増設　介護職の処遇大幅改善
シニアが元気で働き、学び続ける機会の提供、認知
症・介護・医療提供体制の強化

介護労働者の労働条件を改善し、特別養護老人
ホームを充実させる

在宅での医療・介護を受け、看取りもしてもらえる
持続可能な地域包括ケア体制の構築を進めます。

-

障害者

都の障がい者政策部局の責任者に障がい当事者
を立て、審議会等の政策決定の場には必ず障がい
当事者を半数以上とし、個々のニーズや障がいに
あった十分な介護を保障する東京に。フルインク
ルーシブ教育の実現。

就労困難者が自分らしく働くことができる「ソー
シャルファーム」の推進、バリアフリーの更なる強
化、デフリンピックなど障がい者スポーツ国際大会
の東京開催の推進

視覚障害者の転落防止のためのホームドアの設
置、障害者差別のないバリアフリーのまちづくり

手話言語条例を制定し、聴覚障害者の方とともに
歩む東京都を実現します。また、障害者雇用の向
上のため、分身ロボット等のテクノロジーを使っ
た就労、超短時間労働制度などを公共事業から
導入します。

-

教育 -
オンライン学習・英語力の強化、子どもの貧困対策
の強化

東京都立大学の授業料を当面半額化し無償化をめ
ざす。義務教育の完全無償化（修学旅行や教材な
ども無償にする）、すべての高校の所得制限のない
授業料の無償化、夜間中学・夜間定時制高校の拡
充

大阪で先行する「学校外教育バウチャー」を導入
し、生活困窮世帯の教育機会を徹底的にサポート
します。また、都立大学は国の基準を大幅に上回
る範囲で無償化を推進します。

-

子育て 保育所の増設　保育職の処遇大幅改善 就任以降７割減となる待機児童対策の更なる強化
学校給食の完全無償化
保育士の労働条件を改善し、認可保育園を充実さ
せる

特に保育士・教師の事務負担軽減および生徒の学
びの充実のための事務簡素化・ICT化、不妊治療
助成拡大、妊産婦支援・割引制度の拡充、子育て
応援券の導入、保育士の待遇改善（直接給付）な
ど、サポートの拡充を図ります。

-

女性活躍 -
安全・安心な妊娠・出産環境など切れ目のない女
性活躍支援

女性の貧困をなくし、ジェンダー平等社会を推進す
る。

- -

LGBT - 性的マイノリティの支援 同性カップルのパートナーシップ制度の導入
同性パートナーシップ都条例を制定します。同性
間に限らず使えるパートナーシップ制度（東京版
PACS）も合わせて検討します。

-

働き方改革 -
テレワーク・時差通勤の定着・制度化、サテライトオ
フィスの整備推進

公契約条例の制定、非正規労働者を減らし正規労
働者を増やす

テレワークのさらなる導入推進等を図って密を避
け、感染リスクを下げるとともに、多様なライフス
タイルに柔軟に対応できる働き方を普及、定着さ
せます。

-

産業 -
国際金融都市力の強化・次世代通信基盤「5G」の
整備、スタートアップによる「東京発」新ビジネス支
援、ICT人材の育成強化、大規模雇用・就労支援

テレワークやサテライト都市化の推進により今後
余剰ができる都心部に、アジアにおいて金融・
ICT・AI等の最先端を走る企業の立地を促進する
ビジネスコアを形成します。

-

交通 -
東京版ハイライン「車から人へ」：空中回廊の実現、
6路線等の鉄道・交通ネットワークの強化

道路政策（外環道、特定整備路線、優先整備路線）
を見直す、羽田空港新ルート低空飛行の実施に反
対する

隣県をも巻き込んだサテライト都市整備構想で、
都心の過密を防ぎ、就労と保育の両立をも実現し
ます。

-

住まい

都営住宅の空き部屋4万戸に加え、都内の活用可
能な空き家69万戸、共用住宅空き部屋41万室の
中から都が必要な分を借り上げ、低廉な家賃で提
供。

-
都営住宅の新規建設、家賃補助制度・公的保証人
制度の導入、原発事故避難者に対する住宅支援

- -

多摩・島嶼振興 - 多摩・島嶼の産業や魅力を活かした振興 -

サテライト都市としての多摩地域の振興計画を策
定します。定住・就労の拠点としての都市機能充
実、南北交通網の整備など、都市計画を見直しま
す。島嶼部については、オンライン診療の更なる
規制緩和を国に要望します。

-

文化・芸術 -
芸術・文化・スポーツによる魅力あふれるまちづく
り

-

表現の自由を守る観点から、不健全図書指定の
基準を明確化し、審議会は全面公開します。また、
主催者の自主独立と参加者の意向を尊重しなが
ら、コミケなど大規模イベントを支援します。

-

行財政改革 -

行政手続のオンライン化、ICTを活用した都庁業務
の効率化、公務員の意識改革
4つのレス：ペーパーレス(ファックスレス)・はんこ
レス・キャッシュレス・タッチレスの推進

都民が一定額の予算の使途を提案し、その提案に
対する都民の投票の結果を受けて、都民の代表が
予算の使途を決める「都民参加予算制度を導入す
る

知事報酬・期末手当の50％カットだけでなく、退
職金のカットにも着手し、真の「身を切る改革」を
実行します。また、簡素すぎる都知事の議会答弁
を見直し、都議会と都民に徹底的に向き合います

-

環境・エネルギー -
環境配慮と経済活動が両立する「サステナブル・リ
カバリー」

温暖化対策（CO₂の排出削減、自然再生エネルギー
の充実など）を抜本的に強化するとともに緑と都
市農業を守る

- -
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※6/19（金）11時時点で主にウェブサイトで情報取集し、各政策項目に該当する部分をコピー＆ペーストで抽出。複数ある場合は、スペースに収まるよう、要約や記載が早い順から抽出している。
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